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Ⅰ 北部地区を都市機能誘導区域に位置付けることに係る説明資料                                                  

1 

１．本市の都市構造と、立地適正化計画における拠点の考え方 

 

（１）都市計画マスタープランにおける都市構造の考え方 

〇 沼津市都市計画マスタープランでは、将来都市構造の考え方として、以下を示しています。 

・ 人口減少社会にあっても、「コミュニティを大切にし、居住環境が守られる」都市づくりとして、生活圏ご

と必要な機能が適切に配置された持続可能なまちづくりに取り組む 

・ 利便性の高い中心市街地から自然が多くゆとりある郊外部まで、多様な地域の特性に応じ、都市機能の適

切な集約や居住環境の向上を図る「拠点」や、拠点をつなぐことにより魅力を高め、まちの交流を活性化さ

せる「軸」を位置付ける 

 

（２）立地適正化計画における拠点と拠点間の連携の考え方 

〇 沼津市立地適正化計画（当初計画）では、拠点や軸の位置付けを、機能させ実現させるために、以下の考え

方を示しています。（北部地区は、広域から中心市街地にヒト・モノ・コトを引き込む拠点の一つという位置付け） 

 

■ 都市計画ＭＰの将来都市構造 
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２．北部地区の都市機能誘導区域への位置付け 

 

（１）当初計画における北部地区の位置付け 

〇 本市の都市機能誘導区域は、『拠点とネットワークにより広域から都心部に「ヒト・モノ・コト」を引き込

み、市全体の活力を支える都市的居住圏内の拠点を設定』することとしている。 

〇 都市計画ＭＰに位置付けた拠点のうち、この役割に該当する拠点は、沼津駅周辺、沼津港周辺、大岡駅周

辺、北西部地区、南部地区、北部地区の６箇所である。 

○ うち北部地区は、現時点で人口や都市機能の集積がないため、今後の状況変化により位置付けを見直すこと

としていた。 

 

（２）北部地区の状況変化 （都市基盤整備により、広域機能と利便性の高い機能が調和した地区） 

〇 当初計画から５年が経過するなか、北部拠点では、土地区画整理事業や都市計画道路事業が進捗したこと

で、都市機能誘導区域の役割に見合う、都市機能の集積や基盤整備が進みつつある。 

〇 このため、本改定では、北部地区を都市機能誘導区域に位置付けることを検討している。 

 

（３）北部地区の都市機能誘導区域としての役割 

〇 北部地区を都市機能誘導区域に位置付けるにあたり、その役割を再整理する。 

① 広域からの「ヒト・モノ・コト」の流れを引き込み、留め、中心市街地に流す役割 

・ 当地区は、（都）黄瀬川沼津インター線や（都）沼津南一色線を含み、広域からの自動車交通が経由する立地にあり、

近隣商業地域を含むエリアであることから、大型店舗や飲食店などが点在している。 

・ 土地区画整理事業等を契機に生活利便施設が増加しており、多くの生活利便施設は周辺市民を対象とするが、小規模

でも魅力的な飲食・雑貨店などは、広域からの自動車交通を引き込み、留めることが期待されるため、大規模集客施設

が立地する北西部拠点とは違う、より生活に密着した魅力で、中心市街地をはじめ市内住民の生活を豊かにすることも

期待される。 

➁ 周辺居住誘導区域の市民生活を支える役割 

・ 当地区周辺には居住誘導区域が広がることから、地域の拠点として都市機能の維持・新規立地を誘導することで、周

辺市民の生活を支える役割も期待される。 

➂ 高い人口密度により、バス路線を維持する役割 

・ 当地区は、居住をベースとした都市機能誘導区域で、土地区画整理事業による宅地供給等により、今後も高い人口密

度が維持されると見込まれる。 

・ 昼夜間人口密度の維持・向上は、当地区を経由するバスの利用増につながることから、当地区を経由するバス路線を

維持する役割も期待される。 

■ 北部地区の都市機能誘導区域（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

↓東名高速道路沼津インターチェンジから 

↓沼津駅・沼津港へ 

←三島・伊豆方面から 

 

岡宮北土地区画整理事業区域 

←裾野方面から 
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【参考】 北部地区の状況 

 

□ 人口の推移と見通し 

● 岡宮北土地区画整理事業により、直近５年間で、北部地区は人口が増加し、ＤＩＤ区域となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 他の都市機能誘導区域に係る町丁目人口と比して、北部拠点の人口は増加が顕著となっている。 

町丁目別人口（人） R1 R2 R3 R4 R4-R1 増減率 

沼津駅周辺 (第一・第五 ) 21,561 21,479 21,228 20,971 ▲590 ▲3.0％ 

大岡 27,869 27,833 27,786 27,827 ▲ 42 0.0％ 

北西部（東椎路） 5,623 5,581 5,551 5,457 ▲166 ▲3.0％ 

北部（岡宮のみ） 6,628 6,712 6,823 6,806 ＋178 ＋3.0％ 

 

 

● 北部地区も他地区と同様の人口減少が想定される一方、区画整理事業による人口増の見込みもある。 

地区別推移（人） Ｒ２ Ｒ７ Ｒ12 Ｒ17 Ｒ22 増減率 

北部地区 9,200 9,200 9,000 8,500 8,000 ▲13.0% 

片浜地区 9,100 8,600 8,100 7,500 7,000 ▲23.1% 

原地区 9,200 9,000 8,500 8,000 7,500 ▲18.5% 

＊１ 対象範囲は、北部地区（岡宮）は都市機能誘導区域案、片浜・原は鉄道駅から１㎞圏 

＊２ R2 は国勢調査2020 をもとにした推計値、R7 以降は国立人口問題研究所の推計値（H30 時点） 

□ 生活利便施設の増加 

● 岡宮北土地区画整理事業等により、基盤整備が進み、人口が増加したことに伴い、生活利便施設も増加している。 

北部地区 生活利便施設 R1 R5 R5-R1 増減 

医 療 １ 4 +３ 

福 祉 ３ 12 +９ 

子育て ２ ２ ０ 

商 業 １ ３ +２ 

 

□ 北部地区周辺におけるプロジェクト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 岡宮北土地区画整理事業 事業概要】 

・岡宮北地区は、住宅供給地としてのポテンシャルの高い地域となっていることから、本土地区画整理事業により、沼

津駅周辺の「中心核」と本地区を幹線道路で結び付け、便利な居住空間の創出を図り、地域住民の生活の質の向上と

地域経済・社会の活性化を図っている。 

〈土地区画整理事業進捗率（R5.11 時点）〉 

   ・ 都市計画道路 57.9%（計画延長2,765.5m に対して供用延長1,600.9m（暫定整備含む）） 

   ・ 区画道路   68.6%（計画延長10,029.3m に対して供用延長6,880.9m（暫定整備含む）） 

   ・ 宅地造成   72.8%（計画面積27.2ha に対して完成面積19.8ha） 

   ・ 公園     80.0%（5 か所中4 か所） 

   ・ 調整池    100.0%（7 か所整備済み） 

   ・ 地区計画人口 現在人口1,424 人 ⇒ 将来人口2,700 人（R13 年度）  

北部地区 北部地区 

国勢調査2015年 国勢調査2020年 



 

4 

■ 沼津市立地適正化計画における都市機能誘導区域の位置付けの状況 

① 都市機能誘導区域に位置付けた拠点の評価 

 ① 沼津駅周辺地区 ② 沼津港周辺地区 ③ 大岡駅周辺地区 ④ 北西部地区 ⑤ 北部地区 

総合評価 

・都市拠点の位置付けがあり、都市計画運用指針等に基

づく評価からも都市機能誘導区域とすることが適切

な区域。 

・津波など災害リスクが懸念されるものの、ハード・ソ

フト対策を講じることにより、安全性が高まる区域。 

・都市拠点と連携する観光交流拠点の位置付けがあり、

都市計画運用指針等に基づく評価からも都市機能誘導

区域とすることが適切な区域。 

・津波など災害リスクが懸念されるものの、ハード・ソ

フト対策を講じることにより、安全性が高まる区域。 

・都市拠点と連携する地域交流拠点の位置付けがあり、

都市計画運用指針等に基づく評価からも都市機能誘

導区域とすることが適切な区域。 

・洪水など災害リスクが懸念されるものの、河川改修な

ど洪水対策を講じることにより、安全性が高まる区

域。 

・都市拠点と連携する複合拠点の位置付けがあり、広域

からの「ヒト・モノ・コト」の動きを受け止め、沼津

駅周辺に導くために、都市機能誘導区域とすることが

適切な区域。 

・大規模集客施設をはじめ、交流人口を受け止める都市

機能集積が図られる区域。 

・都市拠点と連携する地域交流拠点の位置付けがあり、

広域からの「ヒト・モノ・コト」の動きを受け止め、

沼津駅周辺に導くために、都市機能誘導区域とするこ

とが適切な区域。 

・災害リスクが低く、土地区画整理事業や都市計画道路

整備等により、魅力ある地域づくりが期待される区域。 

区

域

設

定

の

評

価

項

目 

【評価１】 

都市マス「拠点」の位置付け 

都市 

拠点 

・県東部地域の都市拠点として、質の高い都

市機能の集積、まちなか居住を支える機能

等の再構築 

観光 

交流 

拠点 

・港の魅力を高める観光やにぎわい機能の導

入、強化 

地域 

交流 

拠点 

・国道１号に隣接する等の交通環境を活かし

た交流機能の導入を検討 

複合 

拠点 

・沼津駅周辺地区を補完する機能の導入、強

化（医療・福祉・物流・商業） 

地域 

交流 

拠点 

・東名や新東名高速道路インターチェンジに

近接した立地を活かした交流機能の強化 

【評価２】 

具体の事業・施策 

 

●：実施中、推進中 

◇：今後検討するもの、 

将来想定されるもの等 

◎ 

●沼津駅周辺総合整備事業 

●町方町・通横町地区第一種市街地再開発事業 

●香陵公園周辺整備事業 

◇大手町五丁目第一地区市街地再開発事業 

◇市民体育館の跡地活用（民間大規模商業施設・公

共施設の集積を活かした日常生活拠点の形成） 

◇市役所、図書館の建替えを含む再配置と跡

地活用 

◇特定建築物（耐震改修促進法に基づく）の建替え、

リノベーション 

◇空家、空地等の低・未利用地の有効活用 

○ 

●（都）千本香貫山線の無電柱化の推進 

●潮の音プロムナード 

●我入道の渡し 

●リノベーション事業 

・魚町 「蔵ノ上」（石蔵を活用したホテル） 

○ 
◇駅周辺の公共用地や工業地などの将来的

な都市機能の再構築 
○ 

●大規模商業施設整備 

●地区計画による地区施設整備 

◇周辺の地区計画等による整備促進 

○ 

●岡宮北土地区画整理事業（R13 完了予定） 

●（都）沼津南一色線整備（R8 供用開始予定） 

●（都）三枚橋岡宮線整備 

●（都）平町岡一色線整備 

【
評
価
３
】
中
心
拠
点 

区
域
の
要
件 

ａ 人口集中地区 ○ ・人口集中地区内 ○ ・人口集中地区内 ○ ・人口集中地区内 ○ ・人口集中地区内 ○ ・大半が人口集中地区内 

ｂ 
駅から１km、バス停

から500ｍの範囲内 
○ 

・沼津駅 

・運行本数は、ピーク時３本/ｈ以上 
○ 

・沼津港バス停 

・運行本数は、ピーク時３本/ｈ以上 
○ 

・大岡駅 

・運行本数は、ピーク時３本/ｈ以上 
○ 

・大型商業施設バス停 

・運行本数は、ピーク時３本/ｈ以上 
△ 

・土地区画整理事業区域周辺に、バス停設置

を調整中 

ｃ 
公共用地率 

15.0％以上 
○ 30.1％ ○ 39.9％ ○ 19.0％ ○ 17.6％ ○ 22.6％ 

【評価４】 

災害リスク＊1 
△ 

・津波災害警戒区域 

…駅南側の一部（市役所西側）が、津波災害警戒

区域に含まれる（最大浸水深2.0m 未満）。L1

対策により、解消が見込まれている 

・洪水浸水想定区域 

…駅南側が狩野川の浸水想定区域に（最大浸水

深3.0～5.0m）、駅西側が新中川の浸水想定区

域（浸水深1.0m 以上はほぼない）に含まれる 

△ 

・津波災害警戒区域 

…エリアの大半が、津波災害警戒区域に含まれる

（最大浸水深2.0m 以上）。L1 対策により、浸水

深2.0ｍ未満となることが見込まれる 

・洪水浸水想定区域 

…区域の大半が、狩野川の浸水想定区域に含まれ

る（大半が浸水深1.0～3.0m） 

△ 
・洪水浸水想定区域 

…駅東側が、黄瀬川の浸水想定区域に含まれる

（大半が浸水深1.0～3.0m） 

△ 
・洪水浸水想定区域 

…国道１号南北の広範が、沼川の浸水想定区域

に含まれる（浸水深は3.0m 未満） 

─ ─ 

【
参
考
指
標
】 

生
活
利
便
施
設
の
立
地
状
況 

ア）医療施設 ━ 
・施設数：２５ 

・カバー率：９８％ 
━ 

・施設数：１ 

・カバー率：６２％ 
━ 

・施設数：７ 

・カバー率：８４％ 
━ 

・施設数：２（３）＊3 

・カバー率：８６％（９０％）＊3 
━ 

・施設数：4 

・カバー率：７７％ 

イ）高齢者福祉施設 ━ 
・施設数：１８ 

・カバー率：１００％ 
━ 

・施設数：２ 

・カバー率：９０％ 
━ 

・施設数：１０ 

・カバー率：７３％ 
━ 

・施設数：３（５）＊3 

・カバー率：９４％（８６％）＊3 
━ 

・施設数：１２ 

・カバー率：１００％ 

ウ）子育て施設 ━ 
・施設数：１０ 

・カバー率：９６％ 
━ 

・施設数：１ 

・カバー率：５４％ 
━ 

・施設数：４ 

・カバー率：７９％ 
━ 

・施設数：１（１）＊3 

・カバー率：６５％（４８％）＊3 
━ 

・施設数：２ 

・カバー率：６８％ 

エ）商業施設 ━ 
・施設数：２５ 

・カバー率：９９％ 
━ 

・施設数：３ 

・カバー率：９８％ 
━ 

・施設数：９ 

・カバー率：８８％ 
━ 

・施設数：６（１１）＊3 

・カバー率：100％（100％）＊3 
━ 

・施設数：３ 

・カバー率：７７％ 

【参考指標】人口密度 

①市街化区域内 

②市街化区域内の可住地 

━ 
①  66.9 人/ha 

② 178.3 人/ha 
━ 

①  28.5 人/ha 

②  79.8 人/ha 
━ 

①  59.0 人/ha 

② 115.1 人/ha 
━ 

① 21.7 人/ ha（24.0 人/ha）＊3 

② 95.4 人/ ha（85.2 人/ha）＊3 
━ 

① 32.5 人/ha 

② 55.2 人/ha 

＊
２ 

＊１ 災害リスクの、評価「△」は区域内に災害リスクがある場所が含まれるが対策中、評価「▲」は災害リスクがある場所を除外。 

＊２ 生活利便施設のカバー率は、対象エリアのうち生活利便施設から500ｍ圏が占める割合。 

＊３ 括弧内の数字は、法定の都市機能誘導区域には定められない市独自のエリア設定をした場合の値。 

（大規模商業施設内に設置されるバス停から500ｍの圏域に加え、沼津市立病院前から500ｍの圏域をとった場合） 
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２．誘導施設 

誘導施設とは、都市再生特別措置法＊に定める「都市機能誘導区域ごとにその立地を誘導すべき

都市機能増進施設＊」のことです。 

本市においては、都市機能誘導の基本方針を踏まえ、誘導施設を次のように定めます。 

 

（１）都市機能誘導の基本方針（第 2章） 

 

 

 

 

 

 

【参考】都市機能の配置イメージ 

 

都市機能は、右図のように広域性の高い機能ほど日常性 

が低く、必要な施設数も少なくなります。このため、都市 

機能の配置は広域性の高い機能が一定の範囲に集約された 

方が機能的であるといえます。 

一方、日常性の高い施設は、地域生活を支えるもので、 

徒歩圏など日常生活圏に適切に配置することが必要といえ 

ます。 

 

 

（２）誘導施設の設定 

都市機能誘導の基本方針を踏まえ、都市機能誘導区域の特性に応じ、維持・誘導を図る誘導施

設を設定します。都市機能誘導区域ごとの誘導施設を次頁に示します。 

なお、誘導施設の整備にあっても、用途地域＊や地区計画＊等の都市計画との整合が必要です。 

この他、基準水位＊2.0m 以上の津波浸水想定区域＊を基本に、地形・地物等を踏まえて定める

区域（P49参照）においては、構造や屋上の配置等について一定の基準を満たし、津波に対して

安全性が高いもののみを誘導施設とすることで、導入する都市機能の安全性を高めます。 

① 都市的居住圏への「ヒト・モノ・コト」の引き込みを指向し、広域からの利用が見込まれ

る施設を位置付け 

 

② 中心市街地では、まちなか居住の魅力を高めるため生活利便施設＊を位置付け 

 

＊出典：沼津市中心市街地まちづくり計画 
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➁ 都市機能誘導区域以外の拠点の評価 

  ⑥ 片浜駅周辺地区 ⑦ 原駅周辺地区 ⑧ 南部地区 

総合評価 

・地域交通拠点として、地域住民の生活と密接な関係を

持つ片浜駅周辺の区域。 

・今後は、片浜駅周辺の公共用地や商業施設用地を活用

した、将来的な都市機能導入のあり方を検討します。 

・地域交通拠点として、地域住民の生活と密接な関係を

持つ原駅周辺の区域。 

・今後は、旧東海道沿道のまちなみ、帯笑園、白隠禅師

ゆかりの寺など歴史的な要素や風情が残る地域特性を

活かし、魅力ある地域づくりに取り組むことにより、

国道１号の通過交通を引き込み、沼津駅や沼津港、御

用邸公園へ誘導することを検討します。 

・地域生活拠点として、地域住民の生活利便施設が集積

する区域。 

・今後は、居住、生活利便、防災を一体的に考えたまち

づくりを進め、そのための機能導入のあり方を検討し

ます。 

区

域

設

定

の

評

価

項

目 

【評価１】 

都市マス「拠点」の位置付け 

地域 

交通 

拠点 

・工場の操業環境を守りつつ、安全で暮らし

やすい居住環境の向上 

地域 

交通 

拠点 

・駅周辺の基盤整備や生活利便施設の維持に

加え、歴史資源の保全・活用 

地域 

交流 

拠点 

・津波等に対する安全性を高めつつ、利便性

が高く暮らしやすい生活環境を維持 

【評価２】 

具体の事業・施策 

 

●：実施中、推進中 

◇：今後検討するもの、 

将来想定されるもの等 

△ ◇市営団地の再整備 △ 

●原駅前広場整備事業（R5.3 竣工） 

●白隠のみち整備事業（R2.3 完成） 

●史跡等保全整備事業 

△ 
●国道414 号静浦バイパス整備 

（R5.3 第１期工区開通） 

【
評
価
３
】
中
心
拠
点 

区
域
の
要
件 

ａ 人口集中地区 ○ ・人口集中地区内 ○ ・人口集中地区内 ○ ・人口集中地区内 

ｂ 
駅から１km、バス停

から500ｍの範囲内 
○ 

・片浜駅 

・運行本数は、ピーク時３本/ｈ以上 
○ 

・原駅 

・運行本数は、ピーク時３本/ｈ以上 
○ 

・八間町バス停 

・運行本数は、ピーク時３本/ｈ以上 

ｃ 
公共用地率 

15.0％以上 
○ 23.1％ ○ 31.9％ ○ 20.2％ 

【評価４】 

災害リスク＊1 
△ 

・洪水浸水想定区域 

…駅北側が、沼川の浸水想定区域に含まれる（大

半が浸水深1.0～2.0m） 

△ 
・洪水浸水想定区域 

…駅北側が、沼川もしくは高橋川の浸水想定区域

に含まれる（大半が浸水深1.0～2.0m） 

△ 

・津波災害警戒区域 

…エリアの大半が、津波災害警戒区域に含まれる（最

大浸水深2.0m 以上）。L1対策により、浸水深2.0

ｍ未満となることが見込まれる 

・洪水浸水想定区域 

…区域の大半が、狩野川の浸水想定区域に含まれ

る（大半が浸水深1.0～3.0m） 

【
参
考
指
標
】 

生
活
利
便
施
設
の
立
地
状
況 

ア）医療施設 ━ 
・施設数：３ 

・カバー率：４９％ 
━ 

・施設数：３ 

・カバー率：６０％ 
━ 

・施設数：１１ 

・カバー率：１００％ 

イ）高齢者福祉施設 ━ 
・施設数：７ 

・カバー率：７９％ 
━ 

・施設数：８ 

・カバー率：７０％ 
━ 

・施設数：４ 

・カバー率：１００％ 

ウ）子育て施設 ━ 
・施設数：４ 

・カバー率：８２％ 
━ 

・施設数：４ 

・カバー率：６９％ 
━ 

・施設数：１ 

・カバー率：９５％ 

エ）商業施設 ━ 
・施設数：６ 

・カバー率：９５％ 
━ 

・施設数：６ 

・カバー率：８３％ 
━ 

・施設数：５ 

・カバー率：１００％ 

【参考指標】人口密度 

①市街化区域内 

②市街化区域内の可住地 

━ 
①  52.8 人/ha 

②  91.2 人/ha 
━ 

①  59.2 人/ha 

② 105.8 人/ha 
━ 

①  59.4 人/ ha 

②  95.6 人/ ha 

＊
２ 
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１．旧津波避難困難地区は「居住誘導候補区域」に設定し、市が積極的な施策を推進 

〇 居住誘導区域内の津波避難困難地区は、津波対策計画に位置付けた取組により、理想的な条件の下、適切に

避難行動を取ることができた場合に限り解消した。 

〇 今後、さらなる安全性向上を図るため、同地区を「居住誘導候補区域」に位置付け、以下の取組を行う。こ

れらの取組等により、安全性向上が図られた場合に居住誘導区域に編入する。 

 

重点対策① （ハード対策） 旧津波避難困難地区内における避難経路の確保 

○ 今後、建物倒壊による道路閉塞や半壊による建物からの逃げ遅れ等を防ぎ、避難の確実性を高めていくため、

当該エリア内の避難経路上に位置する旧耐震基準の建築物に対し、建物補強（耐震補強・除却）を推進する。 

〇 具体的には、耐震補強や除却に係る制度活用を促すため、当該エリア内の旧耐震建築物の所有者に対して個別

訪問を実施する。（次頁参照、３地区で最大75 件を想定） 

〈参考〉 沼津市における建物更新に係る補助実績 

 

 

 

 

 

重点対策⓶ （ソフト対策） 旧津波避難困難地区内における避難行動要支援者への避難支援 

○ 本市では、自治会に依頼し、避難行動要支援者＊１の同意を得て「避難行動要支援者名簿」を作成している。 

○ この名簿は、避難支援関係者＊２が共有し、平時から災害に備えているとともに、災害時には避難所運営等

の避難支援に活用することとしている。これにあたり、同名簿を用いて要支援者が参加する避難訓練の実施を

検討する。 

＊１ 高齢者や障がいのある人、妊産婦、乳幼児など、災害時の避難行動に支援を要する人々のこと 

＊２ 地域住民（自治会（自主防災組織）、民生委員）、行政機関（警察署、消防署）、関係機関（沼津市社会福祉協議会） 

〇 国から「個別避難計画」の作成が求められており、担当部署においてモデル事業が実施されていることか 

ら、この取組を同地区にも広げ、さらなる安全性の確保を図る。 

〈参考〉 旧津波避難困難地区における避難行動要支援者名簿の登録人数 

旧津波避難困難地区①：77 人（次頁参照） 

旧津波避難困難地区②：38 人（同上） 

旧津波避難困難地区③：15 人（同上） 

２．居住誘導候補区域に加え、居住誘導区域のうち災害リスクが高いエリアは、「防災指針＋α」の 

網掛けで重点対策 

〇 居住誘導区域のなかでも、陸域への津波到達時間が極めて速い、浸水深が２ｍ以上等の災害リスクが高い

エリアについては、今後もリスクの周知や、段階的に避難の確実性を向上（避難開始時間が少し遅れても、あるいは

避難速度が少し低下しても避難できるようにする等）させていくため、”防災指針の策定“ 及び ”浸水総合対策エリアの

位置付け“により関係機関や関連計画と連携し、継続的・重点的な防災対策を実施していくこととする。 

□ 浸水総合対策エリアの位置付けについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□ 浸水総合対策エリア 

  

○「浸水総合対策エリア」は、以下のエリアを設定 

… L2津波：基準水位２ｍ以上、 

陸域への津波到達時間10分未満 

… L2洪水：家屋倒壊等氾濫想定区域、 

浸水深３ｍ以上 

 

危機管理課等と連携し、都市側の計画（立地適正化計画）・防災側の計画（地震・津波アクションプラン等）の両方に、 
「浸水総合対策エリア」を位置付け、対策を優先化・重点化する考え方を示す（検討中） 

〇耐震補強（H15 より実施） 

・実績の多かった年度   ・過去３か年実績 

  H22 年度…140 件     R3 年度…46 件 

  H17 年度…122 件     R4 年度…24 件 

  H24 年度…115 件     R5 年度…21 件(R5.11 時点) 

〇除却（H29 より実施） 

・過去３か年実績 

  R3 年度…40 件 

  R4 年度…69 件 

  R5 年度…47 件(R5.11 時点) 
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■ 旧津波避難困難地区内における旧耐震建築物の分布

状況 



Ⅲ 防災指針の立地適正化計画への掲載案                                                            
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